
事業番号 0491

　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 文化政策企画立案
事業開始

年度
昭和４２年度 作成責任者

担当部局庁 文化庁 担当課室 政策課
政策課長

大木　高仁

会計区分 一般会計 上位政策 文化芸術振興のための基盤の充実

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
文化芸術振興基本法　第7条

関係する計
画、通知等

文化芸術の振興に関する基本的な方針（第２次基本
方針)

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

文化芸術振興基本法に基づき、平成19年2月に閣議決定された「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第２次基本
方針)」を踏まえ、我が国の文化芸術の総合的な振興を図るための施策の企画・立案に当たり、文化行政に関する各種
データや資料の収集、文化発信のための取組に向けた調査研究を行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

文化行政総合計画推進（昭和４２年度開始）（公募・委託、文化政策の状況に応じ、毎年テーマを設定し、実施）、文化
情報・資料の保存及び活用（平成１７年度開始）、文化芸術創造都市の推進（平成２１年度開始）（公募・委託）、文化芸
術懇談会（平成１４年度開始）、文化人による文化広報・創造基盤整備事業（平成２０年度開始）、美術品の貸借に係る
補償等に関する調査研究（平成２１年度開始）の諸事業を実施する。

実施状況

・文化発信戦略に関する調査研究事業として公募し２件採択し近代工芸をとおして日本の文化を海外へ戦略的に発信
する調査及び現代日本のポップカルチャーと一体の日本文化を世界へ発信するための企画メニューや展示構成を作
成した。
・「音楽情報・資料の収集及び活用に関する調査研究」として公募し、３件を採択。オペラ作品に関する資料、SP盤、日
本の近現代の音楽に関する資料について、所在調査、目録作成等を実施した。
・文化芸術創造都市推進事業として公募し１件採択し、横浜・大阪においてネットワーク会議や研修セミナーを実施。
・高知県と東京都において懇談会を開催した。
・世界的に活躍されている渡辺貞夫氏を文化広報大使に指名し、子どもたちと一緒に演奏をつくりあげ、その成果をコ
ンサートで披露した計３回のコンサートを実施。
・学識経験者等からなる調査研究協力者会議を設置し、美術品の政府補償制度を創設するための調査研究等を行う。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 31 33 46 47 60

執行額 41 36 38

執行率 132.3% 109.1% 82.6%

総事業費(執行ベース) 41 36 38

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　提出された委託業務報告書と成果物において、支出先・使途を把握し、委託費の使用状況や事業目的との整合性に
ついて確認等を行っている。

見直しの
余地

成果報告書等を通じて我が国の文化芸術に資するよう成果普及等に努める。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

１．事業評価の観点：この事業は、文化政策の状況に応じテーマを設定の上、調査研究を委託する事業や文化庁内の調査研究
会議の開催経費等により構成されており、事務的経費の効率化の観点から検証する。
２．所　　　　　見：所掌する行政事務を推進するために必要な経費であるが、納税者の視点に立って、引き続き効率化に努め、予
算を縮減すべきである。

補
　
記

　



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

　　　　　文化庁
　　　　３８百万円

諸謝金　　　　　１．５百万円

職員旅費　 　　１．２百万円

委員等旅費       ０．７百万円

庁費　　　　　　　３．１百万円

を含む。

　　　　　文化行政総合計画

　　　　　　　　推進事業

　　　　　　　　８百万円

　　　　文化情報・資料の保存

　　　　　　及び活用事業

　　　　　　　　２１百万円

　　　　文化芸術創造都市の

　　　　　　　　推進事業

　　　　　　　　３百万円

文化発信戦略に関する調査研
究事業として公募し、２件を採
択。近代工芸をとおして日本の
文化を海外へ戦略的に発信す
る調査及び現代日本のポップカ
ルチャーと一体の日本文化を世

界へ発信するための企画メ
ニューや展示構成を作成。

「音楽情報・資料の収集及び活
用に関する調査研究」として公
募し、３件を採択。オペラ作品に
関する資料、ＳＰ盤、日本の近
現代の音楽に関する資料につ
いて、所在調査、目録作成等を

実施。

文化芸術創造都市推進事業とし
て公募し、１件を採択。横浜・大
阪においてネットワーク会議や

研修セミナーを実施。

　Ａ　（株）ヒューマンメディア
　　　　　　　４百万円

　　　Ｂ　（独）国立美術館
　　　　　　　４百万円

地方及び海外の文化行政状況
の調査と文化行政に関する調

査研究会を行う。

　Ｃ　民間団体（全３機関）

　　　　　　　２１百万円

　Ｄ　（特非）都市文化創造機構

　　　　　　　　３百万円

　　　　【公募・委託】 　　　　【公募・委託】 　　　　【公募・委託】

国内の貴重な文化資料の状況
等を調査するとともにその保存
や活用について調査研究を行

う。

文化芸術創造都市に取り組む
国内諸都市を支援するため、情
報収集・提供、施策分析及び研
修の実施等を通じて国内ネット

ワークを構築する。



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.（株）ヒューマンメディア E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 賃金 3

その他
謝金・会議室借料・図書購入費・旅費
等

1

計 4 計

Ｂ.（独）国立美術館 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務 報告書、チラシ印刷費等 2

旅費 検討委員会旅費等 1

借損料 会場使用料等 1

計 4 計

Ｃ.日本音楽学会 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 研究員・原稿執筆謝金等 5

役務 印刷・製本費等 2

その他 旅費・消耗品費等 1

計 8 計

D.特定非営利活動法人 都市文化創造機構 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 研究員・作業員賃金 2

その他 旅費・会議室借料・印刷費等 1

計 3 計



「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）

Ｃ：文化情報・資料の保存及び活用事業

番号 支出先
支出額

(百万円）

1 日本音楽学会 8

2 財団法人日本伝統文化振興財団 7

3 学校法人東成学園 6

4

5

6

7

8

9

10

合　　　　　　　計 21
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